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10年ぶりの金利水準への上昇で米国株の調整色強まる

（審査確認番号2023-SＢ49）
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 9月FOMCをうけて金利先物市場では利下げ見通しが後ずれ。
 米長期金利は10年ぶりの高水準まで上昇。割高感が意識されやすいハイテク関連株などを中心に米
国株は調整するも、原油高をうけてエネルギー株、MLPなどは堅調に推移。

図表1：金利先物市場における政策金利見通し

出所）図表1～3はブルームバーグのデータをもとにニッセイアセット
マネジメント作成

図表2：米国株と米国長期金利の推移

米国経済・株式市場情報
米国株調整の中、堅調なエネルギー関連資産

図表3：S&P500、業種別指数とMLP推移

2023年7月3日を100として指数化

9月FOMCをうけて利下げ見通しは後ずれ
 9月に開催されたFOMC(米連邦公開市場委員会)
において、政策金利の据え置きが決定されまし
た。パウエルFRB(米連邦準備制度理事会)議長は、
「経済が予想以上の強さを見せた場合には更な
る金融政策の引き締めが必要になる」との認識
を示しました。市場で注目されるFOMC参加者
による政策金利見通し(ドット・チャート)では、
2023年末の政策金利は、前回(6月)会合から据
え置かれたものの、2024年末、2025年末とも
に上方修正(利下げ先送り)されました。

 9月FOMCをうけて金利先物市場では、2024年
中の利下げを想定していますが、その時期は後
ずれしています(図表1)。急ピッチな利上げを継
続したにも関わらず、米国経済は比較的堅調に
推移しており、今後も大幅な景気低迷に陥るこ
となく、堅調な景気を維持できると考えるFRBの
自信がうかがえます。

米長期金利上昇により米国株調整
 パウエル議長などの発言を受けて米長期金利は
上昇基調で推移しています。発言に加え、原油
価格の上昇や米自動車産業従業員の賃上げ要求
ストライキによるインフレ懸念、政府与野党の
予算を巡る対立による政府機関閉鎖懸念(9月30
日つなぎ予算合意で一旦閉鎖回避)などから米長
期金利は10年ぶりの高水準まで上昇しています。
金利上昇をうけて、割高感が意識されやすいハ
イテク関連株などを中心に米国株は調整基調と
なっています(図表2) 。主要米国株指数は揃って
9月19日から4日続落となりました。

原油価格上昇をうけてエネルギー株・MLP堅調
 ハイテク株を中心に米国株が調整する中、主要
産油国による積極減産や新興国の需要から在庫
減少により、原油価格は上昇しています。米原
油指標のWTI(ウエスト・テキサス・インターミ
ディエート)先物価格は1バレル90ドル近辺で推
移しています。原油高をうけてエネルギー株や
主に原油パイプラインを運営するMLPは底堅く
推移しています(図表3)。原油価格や米金利の高
止まりが続けば、エネルギー株やMLPが優位な
相場が当面続くことも想定されます。
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